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おわりに
はじめに
在日コリアンとは，「在日韓国・朝鮮人を総称する。日帝時代に先祖が韓半
島から強制徴用などで日本に渡り定着した人たちとその子孫で，約６０万人い
る。最近は日本国籍に帰化する人が増えている。」１）
筆者は，在日コリアンの不安定な法的地位や社会経済地位の問題が生み出
した在日コリアン高齢者の介護問題をテーマにした「在日コリアン高齢者の
介護問題：二つの社会調査にもとづいて」（趙，２００９）と，在日コリアン高齢
在日コリアン高齢者への介護支援活動
その歴史的展開と現在の課題
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１）韓国中央日報２０１１年２月２日（日本語版，２０１１／５／３０参照）。
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者への理解を深めるために在日コリアンの歴史研究「在日コリアンの形成と
植民地朝鮮の社会事業」（趙，２０１０）を執筆してきた。
本稿は，在日コリアン高齢者にとっての日本の介護保険制度のあり方を模
索するため在日コリアン高齢者への介護支援活動の歴史的展開を探り，現在
の課題を明らかにしようとする研究である。
第１節では，在日コリアン高齢者への介護支援活動の歴史的展開の一端を
在日本大韓民国民団（以下，民団）の活動に焦点を合わせて明らかにしたい。
在日コリアンの日常生活支援から高齢者の介護支援まで活動を展開してきた
民団の組織と運動についてまず概観する。
次に第２節では，民団新聞に掲載された民団の介護支援活動の記事を主と
して整理し紹介する。介護保険制度の実施とともに動きを見せていた民団の
各支部の介護支援活動の展開が，民団新聞に掲載されていたのである。特に，
最近では在日コリアン高齢者が介護保険を利用するにあたり言葉の壁，文化
の差異，経済的基盤の脆弱さなどの問題があることが強調されていた。
最後に第３節では，第２節で紹介した在日コリアン高齢者向けの介護サー
ビス事業所とそれ以外の福祉団体の介護支援活動の現状を，行政の介護情報
データベースの分析を通して明らかにする。さらに，在日コリアンの介護支
援活動が直面している文化的，経済的課題について一層の検討を進めたい。
第１節 在日本大韓民国民団の組織と運動
本節では，民団の歴史とその組織と運動について概観する。民団の原型は
１９４５年８月１５日，日本の敗戦後も，日本に残った約２００万人の在日コリアンが
全国各地で組織を拡大することによって誕生した。これらの組織を糾合し１９４５
年１０月に結成されたのが在日朝鮮人連盟（以下，朝連）である。ところが，
朝連は左派によって指導されていたのでその思想に反する立場の青年たちは，
同年１１月１６日，東京に在日コリアン３，０００人を集め，朝鮮建国促進青年同盟を
結成した。さらに，それとは別に，翌年１月２０日には新朝鮮建設同盟を結成
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出所：在日大韓民国民団，http://www.mindan.org/（２０１１／５／３０）
された。そしてこの２団体が主軸となり２０余の民主勢力を糾合し，１９４６年１０
月３日，在日本朝鮮居留民団が結成された。そして１９４８年８月１５日，韓国政
府が樹立されると，同年９月，在日本大韓民国居留民団という名称に変更さ
れた。民団は１９９４年，さらに名称の変更を行い居留の二文字をはずして在日
本大韓民国民団となった。
民団の組織は，現在では，法人格を有しない団体であり会員制度を採用し
ている。会員世帯は２００９年民団の資料によれば８８，４９７世帯である。また，組
織の運営についての最高意思決定機関は３年に一度開かれる中央大会である。
民団の組織構成は図１の通りである。
図１）民団の組織機構
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民団は，日本各地で地方組織を階層的に構成している。地方本部－支部－
分団－班がそれである。その数は地方本部４８カ所，支部２９０カ所，分団１１８カ
所（分団がない支部も存在する），班１，３６６カ所で運営されている２）。役員は三
機関（執行機関・議決機関・監察機関）に分かれて，任期は３年で，執行機
関の長である団長は原則として三選を禁じられている。またその傘下団体に
は，商工会議所，婦人会，青年会，学生会，体育会などがある。
民団の事業は，大きく分けると地方参政権獲得運動にもつながる組織整備・
活性化事業，文化事業，民族社会教育・次世代育成事業，生活支援サービス
事業などがある。
地方参政権獲得運動は，１９８０年代の指紋押捺拒否運動の後から本格的に展
開された。１９９５年最高裁で在日コリアンの地方参政権が憲法上容認されると
の見解が示されたが，立法措置については国の裁量権に委ねられた。これを
受けて，国が定住外国人に参政権を付与するための立法措置を怠ったことに
対する損害賠償を求める集団訴訟が起こされた。１９９８年民主，公明両党によ
る「永住外国人地方選挙権付与法案」が国会に提出された。その後，法案は
４回にわたって国会に提出されたが，自民党内の意見がまとまらないことを
理由に２０１１年現在いまだに成立させられていない。
９０年代の運動の主流であった民族文化運動は，在日韓人歴史資料館３）を運営
し，子孫らの歴史教育に力を注いでいる。また，２００７年に設けられたMINDAN
文化賞は，在日に関連する研究論文や評論，韓国の時調や日本の短歌などの
詩歌，親孝行を題材とするエッセイなどを対象に文化・創作活動を奨励し，
在日コリアンの可能性を広げることを目的としている。さらに，日本各地に
おいて，民団フェスティバルと毎年１０月にマダン（庭の意味）を開催し在日
コリアンの文化や学術振興を進めてきた。
２）在日本大韓民国民団http://www.mindan.org/ホームページ（２０１１／５／９参照）。
３）在日韓人歴史資料館：東京都港区南麻布１－７－３２
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民族社会教育・次世代育成の事業は，阪神教育闘争４）（１９４８）から６０年余多
様に展開されてきた。今日の民族教育は，戦後在日コリアン一世が設立した
学校で行われてきたが，在籍する児童生徒数は年々減り，学校の統廃合も進
行している。文部科学省によると，民族学校の場合，平成２００３年の９０校，約
１万２千人から２００６年には７９校，約１万５百人に減少した。民団系学校（各
種学校）は４校のみで，学齢期にある子供たちの大半が日本の学校に通って
いるのが現状である。実際には，民団が支援している学校は大阪２校（金剛
学院，白頭学院），京都１校（京都国際学院），東京１校（東京韓国学院）で
ある。４校とも学校の財政安定のため，一条学校５）認定を取得している。しか
し，民族学校を支援する民団は，生徒たちに韓国語教室を実施しながら韓国
への修学勧奨活動をしている。また，日本での公教育に在日外国人教育指針
の採択を要望している。
次に民団の福祉活動に目を移すと，筆者が最も注目している生活支援サー
ビスの事業がある。在日コリアンの生活問題に対し窓口を設け，その問題へ
の対処を日本政府に求めてきた。その対象者は，社会的弱者（高齢者，障害
者）であり，彼らへの支援の輪を広げてきた。民団は，同胞生活相談センタ
ーを運営し，在日コリアンの様々な生活問題に対応する窓口としての役割を
センターに担わせている。その具体的な内容は，無年金高齢者の問題への対
処や高齢者・障害者への特別給付金の自治体への要請であり，各支部が支援
を続けている。
このような活動は，２０００年の介護保険制度のスタートとともに一層活発な
動きを見せることになった。日本全国に設置されている各支部を活用して在
日コリアン高齢者向けの福祉サービス事業所が誕生するきっかけにもなった
４）阪神教育闘争：１９４８年４月２４日に大阪府と兵庫県で戦われた在日朝鮮人による民族
教育闘争。
５）一条校：学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の第１条に掲げられている教育施設
の種類およびその教育施設。
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のである。以上の多様な活動は，民団事業の一環として展開され多くは民団
新聞に掲載されている。
そこで第２節においては，それらの記事に基づいて在日コリアン高齢者の
介護支援にかかわる活動について紹介したい。それには，体系的に整理され
ている民団新聞の記事のデータベースを利用する。検索の手順としては，介
護保険制度が実施される前の１９９８年５月１５日から２０１１年５月１日までの記事
を検索する。その期間に限定した理由は，このデータベースが，インターネ
ット上で１９９８年５月１５日から検索できるためであり，これにより介護保険制
度が導入される以前の状況も把握できる。さらに，記事の検索は「高齢者」，
「福祉」，「介護」というキーワードによって実行した。検索された３４０件の記
事を参照しつつ，在日コリアン高齢者への介護支援活動の多様な展開を紹介
することにしよう。
第２節 民団新聞にみる介護支援活動の展開
民団新聞６）は，２０１１年現在，在日コリアンと関係機関によって毎年１０万部が
購読されている。１９４６年３月に民団の前身である在日朝鮮建国促進青年同盟
の機関紙として刊行されたが，その後，新朝鮮新聞，民主新聞，韓国新聞と
いう名称の変遷を経て，１９９６年５月，創刊５０周年を機に民団新聞となった。
その後，現在まで民団新聞は，在日コリアンの有力なメディアとなっている。
この新聞には，介護保険制度が導入される以前から無年金者の在日コリア
ン高齢者が自己負担額に耐えられるかどうか不安の声が寄せられていた。在
日コリアン高齢者はその多くが国民年金制度から事実上排除されてきたため，
老齢年金の支給対象外となっているためである。在日コリアン無年金者には，
サービスの利用にあたり一割負担とはいえども大きな重荷となると記事には
述べられていた７）。
６）民団新聞：毎水曜日発行，年間５２０万部を刊行。
７）『民団新聞』１９９９年８月１８日。
３２ 桃山学院大学社会学論集 第４５巻第１号
１９９９年，大阪市では在日コリアンの高齢者を対象に，専門の福祉相談窓口
（大阪市高齢者総合情報相談センター）が開設された。この相談窓口は日本全
国ではじめてのケースであり，地域福祉の谷間に置かれている在日コリアン
の状況の行政施策への反映が期待されていた。窓口の相談員には民団の推薦
を受けた在日コリアン出身者を配置していた。それはもちろん，介護保険制
度の導入にあたって，サービスを提供する市町村が，地域の高齢者を対象に
老人福祉計画を策定するのに必要なニーズを把握するためである。しかし，
在日コリアン高齢者は，住民基本台帳に記載されていない住民であるため，
住民基本台帳をもとにする限りは在日コリアン高齢者（大阪府，１７，５８７人）
の生活実態やニーズを把握しきれないのが現状である８）。
しかし，大阪市のこうした施策の以前から，在日コリアン高齢者向けの福
祉施設である故郷の家は，１９８９年から大阪府の堺市において運営を始めてい
た。介護実践現場での在日コリアン高齢者ケアのノウハウを蓄積していた田
内基（韓国名・ユンキ）理事長は，介護保険制度について「弱者切り捨てに
ならないためにも，無所得者には生活扶助，介護扶助があってしかるべきで
ある。」と要望していた。ここでの無所得者は，国民年金制度から外されたい
わゆる無年金者を指している。在日コリアン高齢者の無年金問題の背景には
国民年金制度の変遷があり，日本において国民年金制度は，１９５９年度発足当
初から国籍要件がある。在日コリアンを含む外国人は加入したくても加入で
きなかった。１９８１年には，日本は難民条約を批准し，社会保障法規から国籍
要件が取り払われた。しかし，６５歳以上（１９８２年１月１日時点）の外国人は
年齢要件を満たさないため切り捨てられた。同じく，この時点で３５歳以上６５
歳未満（１９８２年１月１日）の人も２５年という資格期間を満たすことができな
い場合，老齢年金は支給されなかった。また，１９８６年の改正国民年金法で
は，１９８２年１月１日時点で３５歳を超えていてもカラ期間が適用されるように
８）『民団新聞』１９９９年１２月１５日。
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なり，少額ではあっても老齢基礎年金が支給されるようになった。ただし，
ここでも１９８６年４月１日時点で３５歳以上の在日コリアン高齢者はカラ期間が
適用されないため，国民年金制度から排除されることになった９）。
民団はこうした国民年金法の無年金に対する抜本的改正を求める一方，そ
れが実現するまでの間，何らかの救済措置が講じられるよう各地方本部を基
点として所管自治体に独自の福祉的な手当の支給を要望してきた。日本政府
の代わりに無年金の外国人住民に対して，独自の特別給付金を支給している
地方自治体は多数あり，９８年頃には，高齢者特別給付金が４８３カ所の自治体で
支給され，２００１年には６６４自治体まで広がっていた。金額は月額５千円から１
万円程度で，自治体の財政によりそれぞれ金額が異なる。なお，特別給付金１０）
を受給するには，申請が必要であり，また所得額や他の公的年金を受給して
いるか否かなどの一定の受給資格が定められていた１１）。
介護認定の申請の受付が始まる頃には，川崎市内の介護福祉士養成校であ
るＹＭＣＡ福祉専門学校はカリキュラムにハングル講座を加えた。これは，
介護保険制度の実施前に，コミュニケーションに不安を抱える在日コリアン
高齢者の立場に配慮したきめ細かいサービスを提供していくためであった。
それには神奈川県川崎市で活動している李仁夏牧師（青丘社理事長）のアド
バイスが大きく影響していた。そして，その活動の中心にトラジ（桔梗）の
会という，在日コリアン高齢者の孤立をなくすための交流クラブがあった１２）。
さらに，日本各地における民団支部の介護支援活動を年度毎に追って見る
と，９８年８月大阪泉北支部は街かどデイハウス１３）ムグンファ（むくげ）ハウス
９）『民団新聞』１９９９年８月１８日。
１０）特別給付金：名称は２００３年頃から在日外国人高齢者福祉給付金として称される。
１１）『民団新聞』２００１年３月７日。
１２）『民団新聞』１９９９年１１月１０日。
１３）街かどデイハウス：地域の施設や民家を利用し，住民参加型でお年寄りの自立支
援の場を提供するために，大阪府が独自の事業として始めた。NPOなど市民団体
が運営主体。原則として，介護認定を受けていない高齢者が利用できる。中学校
区に１カ所を設置目標とし，府内に１５９カ所（２００７年）があり，毎日約２千人程度
が利用している。
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を開き，１１月に福島支部がアイアイセンターを開設させた。これは，自治体
からの公的な資金援助を受ける施設ではあるが，老人福祉法にもとづいた福
祉施設ではない。しかし，在日コリアン高齢者の憩いの場を設ける効果があ
ったのは事実である１４）。
１９９９年１２月には，民団の大阪本部の下部組織である婦人会は，１００人のホー
ムヘルパー養成に取り組んだ。そして大阪民団の傘下３６カ所の支部を巡回し，
同民族によるケアの必要性を提唱した１５）。一方，愛知県の愛知本部では，介護
保険制度の認識を深めるために介護保険セミナーを開き公務員を招き制度の
経過と概要，具体的な手続きと介護認定方法について説明が行われた１６）。
２０００年３月，民団大阪本部では１５０人を集め介護保険制度に関するセミナー
を行った。このセミナーでは，公明党厚生労働委員長と厚生労働省の介護保
険推進本部の職員らによる制度への解説が行われた１７）。在日コリアン高齢者の
ように公的サービスから離れて暮らさざるをえなかった人たちには役所とい
う存在は，実に敷居が高いものに見られるのは事実である。非識字者は，役
所から送られてきた介護保険に関する様々な文書を読めない，分からないと
いうのが実状である１８）。
識字問題の解決対策に手を伸ばしたのは，２００２年６月の民団大阪本部であ
る。介護保険サービスを利用する在日コリアン高齢者のために大阪府内の事
業所１，４７２カ所を紹介し『在日コリアン高齢者のための福祉ガイドブック』と
『在日コリアン高齢者のための会話集』を足かけ２年がかりで作成した。ガイ
ドブックは大阪府と大阪市の協力のもと府内の関連事業所３，４００カ所余りを対
象にしたアンケート調査に基づき「在日コリアン高齢者の受け入れが充実し
ている」，「在日コリアン高齢者が現在利用している」などに分類したもので
１４）『民団新聞』１９９８年１１月１８日。
１５）『民団新聞』１９９９年１２月８日。
１６）『民団新聞』１９９９年１２月２２日。
１７）『民団新聞』２０００年３月８日。
１８）『民団新聞』２０００年４月１２日。
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ある。このうち，受け入れ充実施設と認められた７０カ所の事業所については，
「介護で必要なとき韓国語での対応が可能である」，「在日コリアンのスタッフ
がいる」など各事業所の特徴も入れており，ニーズに合わせて最適な事業所
を選べるようにしている。こうした介護保険の認知度を高める事業は，日本
の社会福祉・医療事業団から助成を受けており，ガイドブックと会話集とも
各１，０００部を作製し，傘下の民団支部と地域自治体の窓口などに配布した。こ
うした工夫は，在日コリアン高齢者がそれぞれのニーズに合わせた最適な事
業所を選べるようにするためである。さらに，在日コリアンの言語や習慣な
どを認識した介護者が増えることで，きめ細やかなサービスを受けられるこ
とが期待されていた１９）。
その後，一世の高齢化に真正面から向き合おうと模索する大阪管内の民団
支部が，高齢者の介護支援活動に広がりを見せた。支部会館の１階を街かど
デイハウスとして改装し，高齢者に給食など生活支援サービスを行うという
事業には泉北支部と布施支部に続いて八尾，泉南，吹田，枚方の４支部が新
たに名乗りをあげた。それは，介護保険制度の実施２年後に表れた結果であ
る２０）。
２００３年には，一世の民族的なニーズに対応した介護保険施設や在宅サービ
スが提供できる体制作りが提唱された。これまで続けられてきた数少ない民
団支部の福祉活動は，キムチを食べながら故郷の言葉で世間話ができ，気兼
ねなく過ごすための実践である。民団には，地域コミュニティの拠点として
支部があり，その多くは会館を持っている。そもそもこの会館は，一世たち
が貴重な寄付を集めて建設したものであるが，その有効性が問われていた時
期でもあった２１）。これらの会館を使い老人ホームを建設することについての検
１９）『民団新聞』２００２年６月２６日。
２０）『民団新聞』２００２年１０月３０日。
２１）『民団新聞』２００３年５月１４日。
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討は第５７回定期中央委員会２００３年度総括報告案にも盛り込まれていた２２）。
日本社会の急速な高齢化に歩調をあわせるかのように，民団でも高齢者の
ケア問題がクローズアップされつつあった。特に一世の場合，日本の高齢者
が通うデイサービスでは食事が口に合わず，日本語での意思疎通に困難があ
ることから，家庭に引きこもりがちになる例も多かった。２００３年には，民団
の老人福祉活動が広がり，本格的ミニデイサービスに各支部で取り組んでい
た。鳥取県本部では，アジメ（おばさんの慶尚道方言）奉仕隊と呼ばれる，
婦人会による独居や寝たきり家庭への巡回訪問をしていた。鳥取県の東部地
域の団員１３０世帯の状況を全て把握するためだった。その奉仕隊が，２カ月か
けて全家庭を訪問して明らかになったのは，独居，寝たきり，老夫婦のみの
世帯暮らし，施設入所など，高齢者の生活の実態だった。そこで年金もなく
暮らしている高齢者１６人を対象に，月に１度家庭訪問することを決めた。ま
た，滋賀・湖西支部では老人会・トラジクラブを運営し，韓食やカラオケを
提供する高齢者の集いの場を設けていた。食事は婦人会が担当して韓国風の
キムチにチヂミ，ナムルンなどの自家製の韓式家庭料理がふるまわれる。こ
の地域はもともと河原部落と呼ばれる密集地域でもあり，７０～８０年代には今
より多くの在日コリアンが住んでいた。当時は，冠婚葬祭があれば集う共同
体だったが代を重ねるに連れて大都市へ移動する人も増え，共同体的なあり
方は影を薄れさせていった。一世の高齢者が集える場を無くし，家の中に引
きこもっている状況を見て，民団が打ち出した方針が老人会の結成だった。
さらに，大阪市西成支部では，デイハウスとあわせて通所介護事業所を準備
し，介護を必要とする人のための通所介護事業所としての認定を受け，介護
事業所を開いた。これは全国支部に先駆けてのケースとなった。当時の西成
支部の団長は高齢者介護事業を，在日のアイデンティティーにのっとった介
護サービスを提供できる在日コリアン福祉事業の人材育成につながる新たな
２２）『民団新聞』２００４年２月２８日。
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雇用を生む１つの事業と位置づけていた。さらに，引きこもり高齢者を防止
する介護予防的な狙いがあるとも述べている２３）。
また，NPO（特定非営利活動法人）を母体にした「在日コリアン高齢者福
祉をすすめる会」が大阪で運営する生活支援センターパダ（海）が２００３年１０
月に開設された。パダでは，無料で受けられる在日コリアン高齢者のなんで
も相談など，高齢者のニーズにあったサービスが提供された２４）。
東京都では在日同胞を主な対象としたデイサービス（通所介護）センター
アレック桜木が，２００３年１１月に都内の足立韓国会館で新たに開設された。こ
れは，民団東京・足立支部が民間の通所介護事業所に委託して実現したもの
である。韓国会館をデイサービス用に改装し，１階に車イスでも利用できる
機械浴室，および通常の浴室と相談室を備えている。３階は趣味と娯楽のた
めのフロアで，韓国式の食事をしたり身体機能回復訓練も受けられる。定員
は３０人であった２５）。
兵庫県神戸市長田区では通所介護施設に認定を受けたデイサービスセンタ
ーハナの会（数字の一）が開設された。運営母体はＮＰＯ法人「神戸定住外
国人支援センター（略称ＫＦＣ）」である。長田区は阪神・淡路大震災で被害
を受けたことで知られるが，ＫＦＣは震災を契機に活動を開始し，多数のボ
ランティアと共に被災地に住む外国人を支援するさまざまな活動を行ってき
た２６）。
２００５年，介護保険制度は大きく変わり，在日コリアン高齢者や民族介護事
業所にとって厳しい経営時期が訪れた。２００５年見直しの主な内容としては，
介護予防サービスの導入が挙げられる。要支援，要介護１～５という認定の
うち，軽度（要支援，要介護１）認定者へのサービスを別体系にするという
２３）『民団新聞』２００３年８月１５日。
２４）『民団新聞』２００３年１０月２９日。
２５）『民団新聞』２００３年１１月１２日。
２６）『民団新聞』２００４年１２月２２日。
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ものであった。介護予防サービスの内容には，筋力トレーニング，栄養改善，
口腔ケアなどが新規サービスとして挙げられている。新たに発足する地域包
括支援センターが，軽度利用者のケアプランを作成し，民間事業所とともに
新サービス提供者となる。これまで軽度利用者が利用していた通所介護や訪
問介護は，予防通所介護や予防訪問介護という新たなサービス範疇に繰り入
れられ，提供されるサービスのボリュームは制限される。また，老人ホーム
などの施設サービスを受けている利用者は，入居施設での食費や居住費を自
己負担しなければならなくなった。今回の見直しは，在宅サービス利用者に
とっては提供されるサービス給付が減少し，施設サービス利用者にとっては
自己負担額が増加するものであった。こうした介護保険の改正に向けて，当
時の生野サンボラム理事である河東吉理事は以下のように述べている。
「在日コリアン高齢者にとっては，さらに複雑となった制度に対する理解
認知が一層困難になる。このため，介護サービスの利用は現在よりも減少す
るのではと心配される。ケアプラン作成においても，地域包括支援センター
のケアマネージャーや保健師が識字率の低い在日高齢者と円滑な意思疎通が
できるだろうか。介護予防の新メニューが在日高齢者にとっては非常になじ
みのうすい性質のものだ。ほとんどが無年金者である在日高齢者が，施設サ
ービスにおいて自己負担額が増えるということも切実な問題となる。」さらに，
在日コリアン高齢者にデイサービスや訪問介護サービスを提供している在日
コリアン系事業所は，ケアプラン作成，デイサービス，訪問介護という３事
業を運営している施設として，在日の利用者の約７５％が新制度で介護予防サ
ービス利用者になるものと予想される。河理事の試算からは，総受給額（事
業所収入）の約１２％から２０％くらいの範囲での減収が予想された。この数字
は在日コリアン高齢者向けの事業所運営が赤字に転落することを意味する。
この運営問題の解決案として河理事は次のように３つの提案を述べていた。
行政機関，介護事業所や民族団体などが在日コリアン高齢者に対して介護
保険制度の認知・周知活動を一層活発にすることにより，権利としてのサー
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ビス利用を促進させる。在日コリアン高齢者の無年金状態を勘案し，地方
自治体の老齢福祉手当金の支給やその増額のための運動を展開する。運営
に困難を増すと予想される在日コリアン系介護事業所に対する民族系金融機
関からの財政支援を実現化する。こうした３つの提案は，無年金，低所得者
在日コリアン高齢者の経済的な生活支援を目的としている２７）。
民団は２００５年介護保険改正を受け，さらに無年金高齢者の救済を求め国民
年金関係法の改正を強く求めるとともに，暫定的救済措置がもっと多くの自
治体で講じられるように訴えた。またすでに救済措置を講じている自治体に
対しては，少しでも公的年金相当額に近づけるよう特別給付金の増額等の要
望活動を，各地方本部や支部単位でさらに強く展開した。また，国籍要件の
撤廃に伴い公的年金制度に加入が義務付けられた在日コリアンは，保険料に
よって日本人高齢者を支えながら無年金状態の親も養うという二重の負担を
強いられている。在日コリアン無年金障害者の場合には，生活を支える高齢
の家族もまた多くが無年金状態にある。民団の活動によって，在日コリアン
多住地を中心に，２００７年には６００以上の地方自治体が，独自の福祉手当として
高齢者特別給付金を支給するようになった。高齢者特別給付金の金額は，最
も高いのは兵庫県内の自治体で，各市とも高齢者給付金が月３万円超となっ
ている（県による上乗せ支給分含む）。しかし，全国的には高齢者１万円前後，
障害者２万円前後が多く，高齢者・障害者とも１万円以下の自治体もある。
東京２３区の場合，特別給付金制度を設けているのは豊島，葛飾，北，江戸川
の４区にすぎず，その他の区では，いまだに救済措置を講じていない。無年
金高齢者に対する救済の措置が講じられないという地域間格差の問題である２８）。
２００７年度頃からは，在日コリアン高齢者にも日本人向けの介護保険施設を
利用して欲しいという声が上がって来た。東京・江戸川区で日本人向けの介
２７）『民団新聞』２００５年５月２５日。
２８）『民団新聞』２００７年７月４日。
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護老人保健施設などを運営する日本人理事長は以下のように話した。
「日本の介護保険制度をまず利用してほしい。在宅での介護は肉体，精神
をむしばみます。家族が面倒を見なければという家族愛は，その苦痛に勝ら
ない。いずれは共倒れになる。福祉事業は人間愛からきていますが，福祉ほ
ど人間の本性が出るものはありません。要求は高まっていき，その本能と戦
っていくことになるのです。現在，４人の在日コリアン高齢者が入所してい
るが，最初は，居宅介護支援事業所に行って，在日コリアン高齢者の特色や
事情を説明する。これは共生という立場からみると現実的です。」さらに，在
日コリアン高齢者については日本の行政や老人福祉施設に対して，一世が有
している特性などを説明し，適切な処遇が行われるように働きかけていくこ
とも大事であると述べていた。この点について，東京・北区で居宅介護支援
事業所，ヘルパーステーションを運営する「区民介護の家あゆみ」を立ち上
げた金氏は，介護情報をほしがっている人は沢山いる半面，一番ほしい情報
は在日コリアン高齢者が集まる場所まで届かない現状を語っていた。金氏の
記事は，当事者の立場からのコメントでもあり在日コリアン家庭の介護事情
が示されている。
「在日コリアンのお年寄りは家族がみるもの，嫁がみるものと考える在日
コリアン家庭は多い。それが災いし負担が全てその人にかかってしまうケー
スが多い」と述べ，さらに，多くの在日コリアンのヘルパーは日本の事業所
で働いているが，ヘルパー同士のネットワークもないために頼みたくても頼
めない状況にあることを指摘した。こうした現状からまずは，ネットワーク
を作ることと，足を運べば仲間のいるざっくばらんな雰囲気の小規模型のデ
イサービスが必要であることが提唱された２９）。
２００８年には民団の支部において運営される街かどデイハウスへの補助金が
大幅に削減され，以降存続の危機にさらされていた。大阪府独自の健康福祉
２９）『民団新聞』２００７年１１月２８日。
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施策街かどデイハウス事業に対する補助金が，府の財政再建試案を受けて見
直されることが確実になったのである。同制度を利用して在日コリアン高齢
者らに日中の居場所を提供し，引きこもりや介護予防に携わってきた府内の
民団各支部は頭を抱えることになった。既に，今まで民族風の食事代を削っ
たり，週５回の開設を３回にするなど経費をすべて半分にしていた。在日コ
リアンの高齢者が生きがいを感じ日韓交流の場として利用していた街かどデ
イハウスは介護予防の機能をもつ施設でもあった。デイハウスで会話を楽し
むことで認知症の進行をストップできた事例もあるし，頭と手を使う花札で
遊ぶ場でもあった。例えば八尾支部では毎回１０数人の利用者の半分は日本人
でもあり，日韓交流の場として運営されてきた。こうした事業は，運営費の
減額によって苦境に立たされたが，介護予防事業で苦境を脱した施設もあっ
た。大阪の西成支部ふれあいデイハウスは大阪市独自の制度だが，府より早
く２年前から市の補助金がゼロになった。それでも，介護認定からもれた６５
歳以上の高齢者を対象に通所介護事業所西成サランバン（客間を兼ねた主人
の書斎）に衣替えし，運動機能の向上を図る独自のプログラムを開発した。
市からの補助金は以前の年間４８０万円から３分の１の１６０万円に減額されたが，
予防介護事業に乗り出して苦境を脱した珍しいケースといえる。これは府内
で街かどデイハウスを運営しているほかの支部にも参考になるケースであっ
た３０）。
その後，現在に至るまで民団本部・支部の福祉事業は，社会福祉法人ハナ
集いの家が認定を受けるなど次々と福祉事業の推進に努めて来た。しかし，
民団独自の特別養護老人ホームを建てることはできなかった。それでも，大
阪府内の各支部では在日コリアン高齢者のために民族性を重視する介護支援
サービスを提供する事業所を開く実績を重ねて来たのである。
３０）『民団新聞』２００８年６月１９日。
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第３節 介護支援活動の現状と課題
新ゴールドプラン（１９９９）が終了し，２０００年の介護保険制度の実施にあわ
せて，２０００年から２００４年までの「今後５か年の高齢者保健福祉施策の方向（ゴ
ールドプラン２１）」が策定された。これは目標数値が上方修正されると同時に，
活力ある高齢者像，高齢者の尊厳の確保と自立支援，支え合う地域社会の形
成，利用者から信頼される介護サービスの確立を柱とするものであった。介
護保険制度による契約の時代を見据えて民法が一部改正され，認知症高齢者
などの権利を守る取り組みとして，成年後見制度も導入された。
２０００年４月に，介護保険法が施行された。これは，高齢者介護に対する社
会的支援，高齢者自身による選択，在宅介護の重視，予防・リハビリテーシ
ョンの充実，総合的・一体的・効果的なサービスの提供，市民の幅広い参加
と民間活力の活用，社会連帯による支えあい，そして安定的かつ効率的な事
業運営と地域性の配慮を基本目標とした制度であり，高齢者のケア制度を大
きく変化させた３１）。
その流れの中，在日コリアン高齢者の介護保険利用における様々な問題も
浮き彫りになった。それは第２節で紹介したように民団新聞の記事に見るこ
とができる。さらに，介護保険との摩擦は，介護サービスを利用するにあた
り言葉の壁，文化的な差異，経済的基盤の脆弱さなどによって生じるが，そ
れらの問題は介護保険制度に反映されていない。
在日コリアンが介護保険の被保険者になるという根拠は，介護保険法には
見当たらない。ただ，保険者である市町村の見解では，外国人登録をしてい
る人で，永住資格や特別永住資格がある人をはじめ，在留期間が１年以上あ
る人，または生活実態などから１年以上滞在することが認められる人は，介
護保険に加入することになっている。したがって，この条件にあてはまる在
３１）厚生省老人保健福祉審議会「高齢者介護保険制度の創設について」，１９９６年。
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日コリアン高齢者は，日本人と同様のサービスを受けることができるが，保
険料も同じように納めなければならない。介護保険には，国籍要件の限定は
なく日本に住所を有するものに適用された。しかし，単に介護保険料を支払
えば，介護サービスを受けことができるという意味ではなく，もっと細かな
規則が存在する。
保険加入の具体的条件は，健康保険に加入しており，国内に１年以上連続
して滞在していること，つまりは，出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政
令第３１９号）第２条第２項または第２２条の２第４項の規定により永住許可を受
けていることである。さらに，日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離
脱した者等の出入国管理に関する特例法（平成３年法律第７１号）第３条，第
４条及び第５条に定める特別永住者３２）の資格を有する者である。
以上のように制度的な問題も指摘されるが，実際に介護サービスが提供さ
れている事業所の実態についてさらに見てみよう。民団が実施してきた介護
サービス事業所と，それ以外の福祉団体の事業所を全国的な観点から概観し
よう。
介護サービス情報公表制度３３）にのっとって情報を公表している事業所のうち，
在日コリアン高齢者のための介護サービスを提供している事業所を対象に「介
護サービス情報公表支援センター」をベースに検索した。検索キーワードは
「在日」，「韓国」，「韓国語」，「文化」，「朝鮮」，「朝鮮語」などの複数のキーワ
３２）特別永住者：在日コリアンなどの旧植民地出身者とその子孫を指す。
３３）２００５年６月に介護保険法が改正されて，２００６年４月から介護サービス情報の公表制
度が実施された。介護保険法第１１５条の規定に基づいて，介護サービス事業所に，
そのサービスに関する情報を定期的に都道府県知事に報告するよう義務づけた制
度である。この制度では，都道府県知事に対して，調査情報についての事実確認
調査を行うことや，その結果を含めた介護サービス情報の公表を義務付けていた。
したがって介護サービス事業所には，１年に１回，事業所情報を都道府県又は指
定情報公表センターに報告することを義務づけていた。都道府県又は指定された
機関が調査情報の調査を実施し，その結果についてインターネットで公表を行っ
ている。
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出所：介護サ ビース情報公表システムhttp://www.espa-shiencenter.org/の検索により筆者作成
（２０１１／６／７）
ードを使い，検索された事業所の基本情報から事業所を運営する法人等に関
する事項を読み取りそのデータを整理した。
在日コリアン人口が３万人以上居住している地域を中心に検索した結果，
介護サービスを提供している事業所は，日本で１５２カ所が存在していることが
明らかになった。都道府県別にみると大阪（９６カ所），兵庫（２６カ所），京都
（１７カ所），愛知（５カ所），東京・神奈川（４カ所）が中心である。なかでも
大阪に多いのは，在日コリアンの３９．８８％（２００８年１２月末）が居住しているた
めである。なお，事業所の数は図２）に示される。
図２）日本における在日コリアン高齢者介護サービス事業所の数
それでは以上の主要な６都道府県において，どのような介護支援サービス
が実施されているのであろうか。自治体によってサービスに違いがあるのは
明らかである。介護保険制度は自治体に大きな権限を与えた制度であるため
納める保険料で自治体間に差が出るのはやむをえない。しかし，在日コリア
ン高齢者にとっては，介護サービス支給といった介護サービスの提供部分の
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介護サービス種類
地域別（在日コリアン人口３０，０００人以上）
大阪 兵庫 京都 愛知 神奈川 東京
訪問介護 ４０ １０ ４ ０ ２ ２
訪問看護 ２ ０ ６ ０ ０ ０
訪問リハビリテーション ２ ０ ０ ０ ０ ０
通所介護 １８ １０ ０ １ ２ ２
通所リハビリテーション ２ ０ ０ ０ ０ ０
福祉用具 ４ ０ ０ ０ ０ ０
居宅介護支援 １６ ２ ２ ０ ０ ０
特定施設入居者生活介護 １ ０ ２ ０ ０ ２
認知症対応型共同生活介護 ２ ０ ０ ０ ０ ０
介護老人福祉施設 ３ ５ ３ ０ ０ ０
介護老人保健施設 ６ ０ ０ ０ ０ ０
介護療養型医療施設 １ ０ ０ ０ ０ ０
合 計 ９７ ２７ １７ １ ４ ６
在日コリアン人口
（２００８年１２月末現在）
１３３，３９６ ５４，６３５ ３３，０２７ ４１，５９８ ３４，８３８ １１４，９６１
出所：介護サ ビース情報公表システムhttp://www.espa-shiencenter.org/の検索から筆者作成
（２０１１／６／１５）
地域間格差は大きな問題であろう。
そもそも介護保険制度は地域保険であり，市町村が保険者として制度を実
施する責任がある。６５歳以上の第１号被保険者の高齢者が納める介護保険料
も，市町村が３年ごとに介護保険事業計画を策定し，それぞれの地域におけ
る３年間の保険給付費の見込みにもとづき，具体的な介護保険事業計画を立
てている。しかし，こうした介護保険事業計画には外国人高齢者の現状は配
慮されていない。
表１）日本における在日コリアン高齢者介護サービスの数 （単位：カ所）
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言葉や制度，文化が違う在日韓国・朝鮮人高齢者が豊かに，安心して過ご
せる，個性が尊重される居場所づくりを方針として，以下のあげる具体的
な特徴をもった運営を行います。
食事については，韓国・朝鮮料理も含めた特徴を持った運営。
識字能力（文字のよみかき力）や民族性に配慮したレクリエーションの実
施。
韓国・朝鮮語ができるスタッフを配置します。
出所：兵庫県介護サ ビース情報公表システムhttp://www.kaigo-kouhyou-hyogo.jp/から一部を抜
粋（２０１１／６／１５）
なお，在日コリアン高齢者向けの介護サービス事業所は，日本人向けのサ
ービス事業とは違う特徴がある。その事業所名にはハングルを使ったカタカ
ナでの表記が多いからである。例えば，ソナム（松），パダ（海），サラン（愛），
ハナ（数字の一），アリラン（韓国の民謡），ムグンファ（むくげ）などがあ
った。これは，コリアン民族性を象徴する意図をもって名づけられると推測
される。
このような，事業所の基本情報から介護サービスの内容に関する事項ある
いは介護サービスの提供内容に関する特色等を細かくチェックすると，介護
サービスの提供内容に関する特色には，民族性を表明した内容が記入されて
いた。例をあげると，神戸長田区にあるH通所介護事業所の内容は次の通りで
ある。
表２）基本情報（Ｈ通所介護事業所）の例（抜粋）
このような民族性を重視した介護支援活動について，近畿地域で先駆的な
モデル事業である第２節で紹介した故郷の家を具体例にしてさらに検討を進
めておこう。
介護保険サービスが開始され，在日高齢者の福祉サービスの大半が措置か
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ら契約へ移行した。行政措置の時代から存在していたのが，故郷の家である。
この事業所は，民団と韓国政府などからの支援を受けてきた。さらに，在日
コリアン高齢者を支援することで日韓の福祉文化を繋げる架け橋とも言われ
てきた。
社会福祉法人こころの家族，故郷の家の福祉運動は，韓国と強い結びつき
があった。１９２８年，若き伝道師・尹致浩氏が韓国・木浦に孤児院木浦共生園
を設立し，１９３８年に奉仕活動をしていた日本人女性・田内千鶴子さんと結婚
した。１９５３年，韓国動乱（朝鮮戦争）で行方不明になった尹氏の志を継いだ
田内さんは，韓国孤児３０００人を育て，１９６８年木浦で生涯を閉じた。国籍は日
本でも韓国人になりきっていた田内さんの最期の言葉は「梅干が食べたい」
だった。彼女の遺志は，長男である尹基理事長に受け継がれ，１９７７年には母
の悲願であった職業訓練院を開設し，共生福祉財団へと発展させ，１９８２年に
母の国である日本に事務所を開設したのである。
１９８４年，死後１３日ぶりに発見された在日コリアン高齢者の孤独死や，遺体
の引き取り手がないといった新聞記事を目にし，老いて故郷を思い，さびし
く過ごしたであろう高齢者の姿に，亡き母の姿を重ねた。悲しい出来事を繰
り返させないよう，在日韓国老人ホーム建設を朝日新聞で訴え，尹基理事長
は，１９８９年に大阪府堺市に日本で初めての在日韓国人のための老人ホーム故
郷の家を開設し，２００１年には，神戸市長田区にも故郷の家・神戸を開設した。
故郷の家・神戸は在日コリアンと日本人が共生できる施設として様々な工
夫が施されている。居室は４人部屋だが，間仕切りで個室にもなる。オンド
ル式と畳部屋の両方を用意しており，食事にはキムチの韓国食と梅干しの日
本食を選べる。施設内ではアリランと日本の演歌が流れる。本来の特別養護
老人ホーム（定員５８人）の機能のほか，ショートステイ（定員１２人），デイサ
ービス（定員２０人）施設も兼ね備えている。この施設の誕生のきっかけにな
ったのは，堺市の故郷の家を訪問した長田区に住む在日高齢者が尹基理事長
に「神戸にも故郷の家を作ってほしい」と要請したのが始まりであった。そ
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のうちの一人，在日コリアン一世の金さん（７５歳）は建設資金の一助にと３，０００
万円を寄付した。現在，在日コリアンの高齢者は全国で約９万人を超え，そ
のうち６万人が制度的な無年金状態に放置され，困難に直面していることか
ら，故郷の家では，こういった現実を踏まえ，人間の尊厳をもって生きる社
会，すべての者に暮らしよい社会づくりに邁進している３４）。
２００９年には３番目の故郷の家・京都が建設された。在日コリアン高齢者生
活支援ネットワーク・ハナの共同代表で，京都で在日コリアン福祉に奔走し
ているＮＰＯ法人京都コリアン生活センターエルファの鄭禧淳理事長から「京
都にも緊急を要するお年寄りが多い」との話があったことが契機となった。
京都の在日コリアンは約３万人で，大阪，東京，兵庫，愛知，神奈川につい
で６番目に多く，高齢者も１万人以上という。制度的無年金問題と合わせて，
老人ホーム建設が急務とされる。特に今回の建設地となる南区東九条は多住
地区で，差別と偏見の中，苦労してきた在日コリアン高齢者が「老後は，こ
の地・京都に住んで良かった」と思えるような施設が求められていた。さら
に故郷の家が地域の福祉センターとして，地域国際文化交流を進め，相互理
解と国際化に寄与することになるとも報じられた３５）。故郷の家の介護サービス
内容３６）を地域ごとにまとめると表３の通りである。
３４）『民団新聞』２０００年１月２６日。
３５）『民団新聞』２００５年９月２８日。
３６）ヘルパー故郷の家・京都，ケアプラン故郷の家・京都（２００９年１１月現在），在宅介
護支援（２００９年度末延件数），ヘルパー養成（２０１１年２月末累計人数），国際社会福
祉研修（２００９年度末累計人数）。
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事業地域 堺 大阪 神戸 京都 合計
特別養護老人ホーム ８０名 ５８名 １００名 ２３８名
ショートステイ １０名 １２名 ２０名 ４２名
デイサービス ２０名 ３０名 ４５名 ９５名
ヘルパーステーション １１，２０８名 ８，３８３名 ８，７７７名 ３８６名 ２８，７５４名
ケアプラン １，２５５件 １，０７９件 １，１８５件 １９０件 ３，７０９件
在宅介護支援 ８５４件 ２９８件 １，１５２件
ケアハウス ４０名 ４０名
ヘルパー養成講座 ４１５名 ５２名 １８名 ４８５名
国際社会福祉研修 ７５７名
出所：在日韓国老人ホーム作る会，http://www.tsukurukai.jp/（２０１１／６／１５）
表３）社会福祉法人こころの家族・故郷の家の介護事業内容
故郷の家は在日コリアン高齢者の介護現場の実践を先導し，また民族学校
の生徒の慰問先ともなり民族間の世帯間交流を進めてきた。また，民団の組
織である婦人会のメンバーが介護実習を受けるなどコリアン民族の介護人材
育成を担う場でもあった。故郷の家は，在日コリアン高齢者を主体にした福
祉運動を通して国境，民族，文化を超え，個々人の生活習慣を大切にしなが
ら，在日コリアン高齢者の介護支援に数多くの実績を残していると言ってよ
いだろう。故郷の家は，多文化共生時代である２１世紀にふさわしい新しい福
祉モデルを示唆している。
おわりに
本稿は，在日コリアン高齢者にとって日本の介護保険制度はどうあるべき
かという問題を究明するための予備的な研究である。在日コリアン高齢者へ
の介護支援活動の歴史的展開を探り，データベースの分析を通して現状を把
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握し，現在の課題を抽出し，その検討を進めた。
まず，その歴史的展開の一端を，在日コリアンの日常生活支援から高齢者
の介護支援まで活動を展開してきた民団に焦点を合わせて紹介した。さらに，
介護サービス情報公表支援センターが作成したデータベース検索を通じ，在
日コリアン高齢者への介護支援活動の現状を整理した。その結果，介護サー
ビスの提供部分については地域間格差が存在していることや，サービスの種
類が通所介護サービスに集中しているため選択肢のないサービスを強いられ
る問題が生じていることが明らかになった。そして，最後に，在日コリアン
高齢者を対象にした介護支援活動の限界を補うために近畿地域において在宅
サービスや介護老人福祉施設サービスを提供し，先駆的なモデル事業を展開
している故郷の家の活動を検討した。これによって民族性を重視した介護支
援活動の可能性も示されるに至ったのである。
今後の課題は次の通りである。第１に，本稿は民団の介護支援活動に焦点
をあてたために，在日本朝鮮人総連合会（以下，総連）の介護支援活動を紹
介できなかった。別稿では民族学校と連帯し，介護支援活動を続けている総
連の「ウリ（私達の意味）式の介護」とも言われている民族性を重視した介
護支援活動を紹介したい。
第２に，介護サービス情報公表システムを使い，在日コリアン高齢者向け
のサービス事業所の数を推定してきたが，システム自体の問題点については
一切言及できなかった。今回の研究を機に，在日コリアン高齢者介護サービ
スの情報の公表のあり方を探る研究も今後一層進めたい。
第３に，こうした研究の積み重ねによって在日コリアン高齢者の介護サー
ビスを研究するための基本資料の構築を目指すとともに，在日コリアン高齢
者の社会的・文化的特性を理解した介護サービスの質の向上に貢献しうる研
究を進めていきたい。
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